
倉敷市 地域でつながり、だれもが安全・安心に暮らしていける支えあいのまち １

平成27年4月に支援体制構築のため、多様な関係機関と連携

する場を設置（倉敷市生活困窮者自立支援調整会議）

平成27年4月の自立支援法施行に先立ち、モデル事業

として、平成26年10月に自立相談支援機関を設置

（ハローワーク倉敷中央）
令和3年2月、就職氷河期
専門相談窓口を開設

倉敷市生活自立相談支援センターでの
支援調整会議

生活困窮者支援を中心とした従来の就職氷河期世代支援プラットフォーム

●自立相談支援機関を核としたプラットフォームの構築●生活困窮者自立支援事業の取り組み
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就職氷河期世代が
就職活動をした時期

団塊世代が年金生活
を始めた時期

就職氷河期世代の子世代が
就職活動を始める時期

団塊世代は、後期高齢者に

就職氷河期世代が経済状況から受ける影響

←完全失業率（％）

有効求人倍率→

厚生労働省の統計「有効求人倍率と完全失業率の推移」（全国）
をグラフ化し、注釈を加えた。 (倉敷市作成）

8050問題の
顕在化

1993～2004年

倉敷市 地域でつながり、だれもが安全・安心に暮らしていける支えあいのまち ２

2020年～

• 就職氷河期世代の親世代が後期高齢者となり、介護や経済的な負担が課題となる

• 就職氷河期世代の子世代の就職活動に、新型コロナウイルス感染症による経済状況が影響する



重層的な支援と多機関連携によるプラットフォームの再構築

倉敷市 地域でつながり、だれもが安全・安心に暮らしていける支えあいのまち ３

就職氷河期世代を含め、支援を必要とするあらゆる世代の方々を包括的・重層的に支援する体制を

強化するため、令和４年４月１日新たに「福祉支援連携室」を設置
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（福祉事務所）

ひとり親家庭等福祉対策，
児童福祉施策
（福祉事務所）

教育施策
（教育委員会，

青少年育成センター）

地域福祉施策
（社会福祉協議会）労働行政

（ハローワーク等）

多重債務者対策
（消費生活
センター） 保健施策

（保健所）

障がい福祉施策
（福祉事務所，
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（男女共同参画推進
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倉敷市生活自立相談
支援センター

介護保険
（地域包括ケア推進室，
高齢者支援センター）
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